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ⅠⅠⅠⅠ    予算編成方針予算編成方針予算編成方針予算編成方針    （平成25年9月） 
 
我が国経済は、ユーロ危機や中国経済の後退など外的要因と、消

費税率アップによる国内景気の下振れリスクが指摘されるものの、

政権交代後の円安、金融緩和、株高により、個人消費や企業収益に

改善の動きが見られ、長らく続いていた停滞期を抜けて、景気回復

に向かうことが期待されている。 

このような中、政府は、デフレ脱却と持続的な経済成長、プライ

マリーバランスの改善目標の達成と財政規律の維持を目標に来年

度予算編成の概算要求基準を閣議了解したところであり、消費税率

の引き上げの焦点となっている、社会保障４経費（年金、医療、介

護、子育て）の充実については、予算編成過程で検討していくとし

ている。 

また、国の予算編成にあたっては、日本経済再生や東日本大震災

からの復興に向けた取組などに重点的な配分を行うとしながらも、

総務省が発表した概算要求段階では、「経済財政運営と改革の基本

方針」及び「中期財政計画」を踏まえ、地方の安定的な財政運営に

必要となる地方の一般財源総額については、平成２５年度地方財政

計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保するとしてい

る。 

 

平成２４年度の決算は、一般財源である市税や各譲与税・交付金

の減収する一方、扶助費が増加したことにより、経常収支比率は、 

３．２ポイント悪化し、９３．５％となった。これは、「９０％を

超えると財政は硬直化した状態である」とされる厳しい結果である。 

平成２６年度の財政見通しについて、歳入は、市税における市民

税は若干の増加が見込まれるものの、固定資産の評価替えの影響に

より大幅な増収は見込めない状況である。また、地方交付税につい

ても、総務省の概算要求を見る限り、増収は期待できない。 

一方、歳出にあっては、市制施行により、県からの事務移譲によ

る新たな財政需要は、年３億円弱（一般財源ベースで１億３千万円

）と見込まれていることに加えて、施設の耐震化や防災対策事業の

ために発行した市債の元金償還が本格化することなどから、財政指

標の悪化が懸念される。従って、行財政改革の着実な推進とともに

、行財政運営の更なる効率化に努める必要がある。 

 

平成２３年度からスタートした第５次総合計画に示される、施策

の具体化を図る前期実施計画には、全体で３０６項目、５３４億円

余の事業量を予定しており、施策の着実な実現を図るためには、真

に必要となる事業を見極め、選択と集中の徹底に努め、職員一人ひ

とりが創意工夫と柔軟な発想を持ち、前例や慣例に捉われることな

く、全庁一丸となって予算編成に取り組む。  
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ⅡⅡⅡⅡ    平成２平成２平成２平成２６６６６年度一般会計の予算規模年度一般会計の予算規模年度一般会計の予算規模年度一般会計の予算規模    

一般会計予算総額   １１１１４４４４１１１１億億億億５，５５，５５，５５，５００万円００万円００万円００万円 
 

対前年度比 ▲７，２００万円（0.5％減） 

（Ｈ25 １４２億２，７００万円） 
 

   「未来に向けて みんなでつくろう！ 住みたい・住み続け

たいまち」を実現させるため、市民生活の安定と安心を向上さ

せ、活力ある地域づくりを目指す。      

 

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆    ７７７７項目の項目の項目の項目の重点事業重点事業重点事業重点事業    ◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆    

①①①①     安心安心安心安心・安全を実感できるまちづくり・安全を実感できるまちづくり・安全を実感できるまちづくり・安全を実感できるまちづくりの推進の推進の推進の推進    

防災行政無線のデジタル化整備事業、小中学校耐震化対策事

業、避難道路等整備事業、津波避難タワー整備事業など、災害

の発生に備え、防災対策の強化を図る。 

②②②②     子育て支援子育て支援子育て支援子育て支援    

   次代を担う子どもたちの健全育成及び保護者の養育負担軽減

対策として、子ども医療費助成や予防接種、保育・学童保育事業

などの推進を図る。 

③③③③     高齢者支援高齢者支援高齢者支援高齢者支援    

   高齢者の生きがいづくり、健康維持、介護予防などの関連事業

の充実を図る。 

④④④④     健康づくりと安心できる医療体制の推進健康づくりと安心できる医療体制の推進健康づくりと安心できる医療体制の推進健康づくりと安心できる医療体制の推進    

市民の健康づくりのため、生活習慣病の予防や病気の早期発見

・早期治療の推進を図る。 

⑤⑤⑤⑤     駅周辺整備事業駅周辺整備事業駅周辺整備事業駅周辺整備事業    

  市の玄関口としてふさわしい大網駅及び駅周辺の総合的整備、

検討のための諸事業の推進を図る。 

⑥⑥⑥⑥     産業の活性化産業の活性化産業の活性化産業の活性化    

   地域経済の活性化を図るため、産業振興関連事業の推進を図

る。 

⑦⑦⑦⑦     生活基盤・環境整備の推進生活基盤・環境整備の推進生活基盤・環境整備の推進生活基盤・環境整備の推進    

快適な生活基盤を実現するため、市内の道路や排水整備の推

進を図る。



平成２６年度 一般会計予算構成比

市税

48億6,311万円

34.4%

地方譲与税

2億703万円

1.5%

地方消費税交付

金4億1,600万円

2.9%その他交付金

1億5,726万円

1.1%

地方交付税

29億6,000万円

20.9%
国・県支出金

24億3,617万円

17.2%

繰越金

6,000万円 0.4%

市債

14億1,040万円

10.0%

その他

16億4,503万円

11.6%

一般会計
1４１億５,５00万円
（前年度比０．５％減）

議会費

1億7,913万円

1.3%

総務費

17億3,332万円

12.2%

民生費

47億3,068万円

33.4%

衛生費

15億9,264万円

11.3%

農林水産業費

4億9,926万円

3.5%

商工費

1億4,486万円

1.0%

土木費

16億7,250万円

11.8%

消防費

8億7,876万円

6.2%

教育費

16億3,625万円

11.6%

公債費

10億4,391万円

7.4%

その他

4,369万円

0.3%

歳 入

歳 出
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75,904 (+25,956)

87,509 (+65,674)

14,654 (+9,200)

23,054 (+11,376)

353,584

14,000

960

1,466

+1,650

27 100
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○子ども医療対策事業 168,971千円 (+34,900)

○児童福祉施設整備事業 2,862千円

　児童福祉施設（こども園）を整備するための調査を実施します。

○学童保育事業 49,705千円 (+11,946)

【継続】 ○預かり保育事業 1,551千円

【継続】 ○放課後子ども教室推進事業 6,063千円

【継続】 ○妊婦・乳幼児健康診査（母子保健事業） 44,185千円

【継続】 ○予防接種事業 58,154千円

　ヒブ、小児用肺炎球菌や日本脳炎等の無償接種を継続して実施します。

【継続】 ○出産子育て支援事業 4,000千円

【継続】 ○小中学校給食費補助金 21,700千円

　次代を担う子どもたちの健全育成および保護者の養育負担軽減対策として、子
ども医療費助成や予防接種、保育・学童保育事業を推進します。

　医療費の公費助成を中学生まで拡大し、子育て世代の受診費用の軽減を図りま
す。

　昼間保護者がいない家庭の児童（小学校１～３年生）に、適切な遊び場・生活
の場を提供し、児童の健全な育成を図ります。

　仕事を持っている方が子どもを幼稚園に通わせたい場合や通院・看護等の必要
があり、一時的に保育時間を延長してほしいという保護者のニーズに応えるた
め、瑞穂幼稚園において、教育課程外の預かり保育（試行）を実施します。（２
年目）

　子どもたちに、学習、様々な体験・交流活動、スポーツ・文化活動等の機会を
提供します。

　妊婦健康診査について、妊婦の方が安心して医療機関を受診できるように、公
費負担１４回を継続実施するとともに、乳児期からの育児支援を強化します。

第３子以降の出産を対象に、出産育児費用を助成します。

　子育て支援策の一環として、給食費の一部を助成することで、保護者負担の軽
減と児童生徒の健康増進を図ります。

２．子育て支援２．子育て支援２．子育て支援２．子育て支援

【拡充】

【拡充】

【新規】
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17,466 (+1,740)

510,257 (+36,984)

7,082 (+1,874)

11,960 (+1,348)

3,000 (+250)

3,500

576

7



30,746 (+1,700)

3,972 (+760)

32,869 (+1,187)

73,118 (+1,899)

2,913

4,010

66,195

296,283 (+11,055)

300,000
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6,459

3,456

2,174

118,370 (+86,336)

118,227

224,420

36,200

H26,27

9



12,955

4,914 (+1,659)

500

500

10,000 (+2,000)

23,147 (+8,876)

5,000

10
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102,102

187

10,000

5,600

98,384

423,790

723,982

10,978

19,941

49,631

547,452

95,979

14



450

80

34,000

120,000

15
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ⅣⅣⅣⅣ    歳歳歳歳入（一般会計）入（一般会計）入（一般会計）入（一般会計）    

 

昨年度に引き続き地方交付税の総額が減額されるなか、国・県の補助金や交付税

措置のある起債など最大限活用し、効率的な財政運営が図れるよう予算の編成を行

いました。また、市税収入は、ほぼ横ばいと見込む一方で、なお不足する一般財源

については、財政調整基金からの繰り入れにより対応します。 

１１１１    市市市市税の状況について税の状況について税の状況について税の状況について    

４４４４８８８８億億億億６６６６，，，，３１１３１１３１１３１１万円万円万円万円（（（（H2H2H2H25555比比比比    ＋＋＋＋３３３３，，，，９９９９０６０６０６０６万円万円万円万円    0000....8888％の％の％の％の増増増増））））    

 「大胆な金融政策」「機動的な財政政策」「民間投資を喚起する成長戦略」からな

る一体的取組による国の政策効果から、内需を中心に景気回復の動きが広がること

が期待されていますが、本市においては、個人市民税（均等割）の増収を見込むほ

か、固定資産税についても新築家屋分が若干増となりますが、市税全体ではほぼ横

ばいを見込んでいます。 

 市税 48億6,311万円（H25  48億2,405万円）＋3,906万円 

・市町村民税 25億9,987万円（H25  25億9,803万円） 

・固定資産税 18億9,321万円（H25 18億6,343万円） 

・そ の 他  3億7,003万円（H25  3億6,259万円）たばこ税・軽自動車税等 

 

２２２２    財務体質について財務体質について財務体質について財務体質について    

    

①①①① 一般財源総額は増額（一般財源総額は増額（一般財源総額は増額（一般財源総額は増額（H2H2H2H25555比比比比    ＋＋＋＋0000....1111％％％％    909909909909万円の増）万円の増）万円の増）万円の増）    

  一般財源総額    94億4,814万円（H25 94億3,905万円） 

  ・地 方 交 付 税 29億6,000万円（H25 30億8,000万円） 

   

   一般財源について、市税はほぼ横ばい、また、消費税率引上げによる地方

消費税交付金の増額を見込む一方、自動車取得税の減を考慮し、一般財源総

額全体では前年度とほぼ同額と見込んでいます。 

    

②②②②     特定財源総額は減特定財源総額は減特定財源総額は減特定財源総額は減額（額（額（額（H2H2H2H25555比比比比    △△△△1111....7777％％％％    8888,,,,110110110110万円の万円の万円の万円の減減減減））））    

        特定財源総額 47億 686万円（H25 47億8,796万円） 

  ・国庫支出金  15億9,185万円（H25 15億9,911万円） 
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  中学校施設の耐震改修事業を平成２５年度予算に前倒して計上したこと及び中央

公民館大規模改修事業の完了により教育費国庫補助金が約 5,600 万円減額となりま

したが、民生費国庫負担金の増などで、全体では前年度に比べ、約700万円(0.5％)

の減額を見込んでいます。 

    

③③③③ 地方債地方債地方債地方債は減額は減額は減額は減額（（（（H2H2H2H25555比比比比    △△△△24242424....1111% % % %     4444,,,,488488488488万円万円万円万円減減減減））））    

  市債 14億1,040万円（H25 18億5,920万円） 

  ・臨時財政対策債  8億5,000万円（H25  8億3,000万円） 

  ・その他の市債   5億6,040万円（H25  10億2,920万円） 

 

平成２６年度予算でも、普通交付税算定において交付基準額の一部を地方財

政措置に伴う臨時財政対策債の発行により賄うこととし、前年度とほぼ同額の

８億５千万円を計上しています。 

  その他、交付税措置のある起債を優先した中で小学校の耐震改修事業や消防

防災対策事業等に約３億８千万円を計上していますが、白里小及び中央公民館

の耐震改修が完了することから、地方債依存度は、２５年度の１３．１％から

１０．０％に減少しました。 

なお、一般会計における２６年度末の起債現在高は、１３８億６千４百万円

程度となる見込で、２５年度末見込より約８億円増加する見込みです。 

 

３３３３    財源対策の状況について財源対策の状況について財源対策の状況について財源対策の状況について    

    

財源不足補てんのための基金財源不足補てんのための基金財源不足補てんのための基金財源不足補てんのための基金からからからから繰繰繰繰りりりり入入入入れれれれ    

  ・財政調整基金繰入額      5億8,200万円（H25  3億3,110万円） 

  ・減債基金繰入額           2億円     （H25 2億円     ） 

  ・公共施設整備改修基金繰入額  1億4,000万円（H25  1億2,000万円） 

  ・東日本大震災復興基金繰入額   1,987万円（H25    795万円） 

  ・庁舎等建設基金繰入金    1億2,000万円（H25     0万円） 

 

主に臨時財政対策債の償還に対応するため、減債基金から２億円繰入れし、

また、道路や水路の整備、修繕等の予算を確保するために公共施設整備改修

基金から１億４千万円、庁舎空調設備改修工事に充当するために庁舎等建設

基金繰入金から１億２千万円を繰入れすることとした結果、財政調整基金か

らの繰入額は５億８,２００万円としました。 



増減額 増減率

予算額　Ａ 構成比　% 予算額　Ａ 構成比　% Ａ－Ｂ %

1 市 税 4,863,107 33.9 4,824,045 33.9 39,062 0.8

2 地 方 譲 与 税 207,030 1.4 201,000 1.4 6,030 3.0

3 利 子 割 交 付 金 12,000 0.1 12,000 0.1 0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 20,000 0.1 8,000 0.1 12,000 150.0

5 株式等譲渡所得割交付金 10,000 0.0 3,000 0.0 7,000 233.3

6 地 方 消 費 税 交 付 金 416,000 2.5 350,000 2.5 66,000 18.9

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 45,000 0.3 45,000 0.3 0 0.0

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 30,000 0.5 65,000 0.5 △ 35,000 △ 53.8

9 地 方 特 例 交 付 金 35,000 0.2 21,000 0.1 14,000 66.7

10 地 方 交 付 税 2,960,000 21.6 3,080,000 21.7 △ 120,000 △ 3.9

11 交通安全対策特別交付金 5,257 0.0 5,714 0.0 △ 457 △ 8.0

12 分 担 金 及 び 負 担 金 156,132 1.1 152,270 1.1 3,862 2.5

13 使 用 料 及 び 手 数 料 279,634 2.0 281,506 2.0 △ 1,872 △ 0.7

14 国 庫 支 出 金 1,591,846 11.2 1,599,108 11.2 △ 7,262 △ 0.5

15 県 支 出 金 844,330 5.8 829,663 5.8 14,667 1.8

16 財 産 収 入 72,262 0.2 27,944 0.2 44,318 158.6

17 寄 附 金 500 0.0 300 0.0 200 66.7

18 繰 入 金 1,061,871 4.6 659,049 4.6 402,822 61.1

19 繰 越 金 60,000 0.4 60,000 0.4 0 0.0

20 諸 収 入 74,631 1.0 143,201 1.0 △ 68,570 △ 47.9

21 市 債 1,410,400 13.1 1,859,200 13.1 △ 448,800 △ 24.1

14,155,000 100.0 14,227,000 100.0 △ 72,000 △ 0.5

（単位：千円）

合　　　　　　　　計

款
平成２6年度 平成25年度

歳入（一般会計）前年度比較歳入（一般会計）前年度比較歳入（一般会計）前年度比較歳入（一般会計）前年度比較

市税

地方

譲与税

地方消費税

交付金 その他

交付金

地方交付税

分担金及び

負担金

使用及び

手数料

国・県支出金

繰入金

市債

その他

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

千円 平成２６年度一般会計予算歳入対前年度比較

平成２６年度 １４，１５５，０００千円

平成２５年度 １４，２２７，０００千円

 18



金額（千円）

市 税 4,863,107 34.4 %

分 担 金 及 び 負 担 金 156,132 1.1 %

使 用 料 及 び 手 数 料 279,634 2.0 %

6,568,137 千円 財 産 収 入 72,262 0.5 %

46.4 % 寄 附 金 500 0.0 %

繰 入 金 1,061,871 7.5 %

繰 越 金 60,000 0.4 %

諸 収 入 74,631 0.5 %

地 方 譲 与 税 207,030 1.5 %

利 子 割 交 付 金 12,000 0.1 %

配 当 割 交 付 金 20,000 0.1 %

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 10,000 0.1 %

地 方 消 費 税 交 付 金 416,000 2.9 %

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 45,000 0.3 %

7,586,863 千円 自 動 車 取 得 税 交 付 金 30,000 0.2 %

53.6 % 地 方 特 例 交 付 金 35,000 0.2 %

地 方 交 付 税 2,960,000 20.9 %

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 5,257 0.0 %

国 庫 支 出 金 1,591,846 11.3 %

県 支 出 金 844,330 6.0 %

市 債 1,410,400 10.0 %

14,155,000 100.0 %

歳入の内訳（一般会計）

歳　　　　　　　　入　　　　　　　合　　　　　　　計

区　　分

自主財源

依存財源

構成比

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年

％

年度

自主財源

依存財源
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（１）一般財源および特定財源

（単位：百万円,％）

年 度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

一 般 財 源 8,867 8,837 8,945 9,116 9,084 9,217 9,439 9,448

伸 率 1.8 △ 0.3 1.2 1.9 △ 0.4 1.5 2.4 0.1

特 定 財 源 2,457 2,317 2,541 3,766 4,811 3,623 4,788 4,707

伸 率 △ 8.7 △ 5.7 9.7 48.2 27.7 △ 24.7 32.2 △ 1.7

（２）市  税

・市税の推移 （単位：百万円,％）

年 度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

当 初 予 算 額 5,085 5,041 5,076 4,852 4,900 4,749 4,824 4,863

伸 率 16.1 △ 0.9 0.7 △ 4.4 1.0 △ 3.1 1.6 0.8

決 算 額 5,146 5,202 5,076 4,960 4,927 4,885 4,835 －

伸 率 9.4 1.1 △ 2.4 △ 2.3 △ 0.7 △ 0.9 △ 1.0 －

※平成25年度決算額は見込み額

（３）地方交付税、臨時財政対策債（当初予算額） （単位：百万円,％）

年　　　度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

地方交付税　　　Ａ 2,410 2,480 2,470 2,620 2,690 2,930 3,080 2,960

うち普通交付税 2,300 2,370 2,350 2,500 2,570 2,690 2,950 2,830

うち特別交付税 110 110 120 120 120 240 130 130

臨時財政対策債　Ｂ 445 409 634 950 770 785 830 850

合　　　　　計
（Ａ＋Ｂ）

2,855 2,889 3,104 3,570 3,460 3,715 3,910 3,810

伸　　　　　率
（Ａ＋Ｂ）

△ 6.3 1.2 7.4 15.0 △ 3.1 7.4 5.2 △ 2.6

　平成２６年度の市税につきましては、いわゆる政府による「３本の矢」による個人消費の緩やかな持
ち直しや企業収益の増加によって、雇用・所得環境の改善が期待されていますが、本市においては、個
人市民税（均等割）及び固定資産税についても新築家屋分の若干増を見込んでおりますが、市税全体で
は、ほぼ横ばいと見込んでおり、対前年度比0.8％増の48億6,311万円を計上しています。

　一般財源については、市税については横ばい、地方消費税交付金は大幅な増額を見込みましたが、特
定財源となる事業債について、教育施設耐震改修事業の前倒しや中央公民館耐震改修事業の完了により
大幅な減額となり、結果として財政調整基金の取り崩しにより前年度並みの一般財源を確保しました。

※一般財源…市税、地方譲与税、各種交付金、地方交付税及び臨時財政対策債の合計額を集計

　昨年度に引き続き地方交付税の総額が減額される見込みのなか、基準財政需用額と基準財政収入額を
考慮したうえで地方交付税及び臨時財政対策債の総額を前年度と比べ1億円減となる38億1,000万円で計
上しました。
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（４）市  債

・地方債計上額

・地方債依存度の推移（当初予算額） （単位：％）

年 度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

依 存 度 7.5 6.0 8.7 12.7 14.5 8.9 13.1 10.0

（千円） （年度末残高見込）　（千円）

２６年度
当初

２５年度
当初

２５年度
決算見込

基金
２４年度末

残高
２５年度末
残高見込額

582,000 331,100 113,980 財政調整基金
2,037,948 2,228,818

200,000 200,000 100,000  減債基金
673,711 579,967

140,000 120,000 98,000
公共施設整備

改修基金 942,823 850,539

（６）その他の収入
○地方譲与税…地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税ともに前年とほぼ同額を見込んでいます。
○各種交付金…消費税増税により地方消費税交付金を増額で見込み、自動車取得税交付金については逆
に駆け込み需要の反動減を見込み、ゴルフ場利用税交付金は前年度と同額を見込んでいます。
○使用料及び手数料…各施設の使用料については消費税増税分の料金改定を見込んでいます。
○国庫支出金…生活保護費国庫負担金や児童扶養手当給付費負担金、小中学校耐震改修事業国庫補助金
等が主になりますが、対前年に比べ微減で見込んでいます。
○県支出金…国民健康保険基盤安定負担金や安心こども基金事業費補助金により増額を見込んでいま
す。
○財産収入…基金運用益や土地売払収入の増を見込んでいます。
○諸収入…広域農道にかかる各市町からの負担金や土地改良適正化交付金の減額により大幅な減額と見
込んでいます。

2,003,600

10.0

850,000

2.4

依存度 13.9

 減債基金繰入金

 公共施設整備改修基金繰入金

（臨時財政対策債）

　平成２６年度予算では、主に臨時財政対策債の償還に対応するため、減債基金を２億円取り崩すこと
とし、また、必要な道路や水路の修繕、整備等の予算を確保するために公共施設整備改修基金から
1億４千万円を取り崩すことにし、財政調整基金からの取り崩しは約５億８千万円としました。
　このほか、減災・防災に資するソフト事業に充当するため東日本大震災復興基金を約２千万円、庁舎
空調設備改修事業に充当するため庁舎等建設基金を１億２千万円取り崩す予算としています。

　平成２６年度予算では、白里小学校屋内運動場耐震改修債の２億４千９百万円をはじめとして、事業
債総額で５億６千４百万円計上しましたが、平成２５年度予算に中学校施設耐震改修事業を前倒して計
上したこと及び中央公民館大規模改修事業の完了を受け、対前年に比べ４億６，８８０万円の減額と
なっています。
　また、臨時財政対策債については、前年度とほぼ同額となる８億５千万円を見込んでいます。

13.1

830,000 914,000

（臨時財政対策債対前年度比）

基金

 財政調整基金繰入金

２月補正後

区     分

計上額

（単位：千円,％）

２６年度当初予算

1,410,400

２５  年  度

当初予算

1,859,200
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Ⅴ　歳   出（一般会計）Ⅴ　歳   出（一般会計）Ⅴ　歳   出（一般会計）Ⅴ　歳   出（一般会計）

（１）性質別内訳

予 算 額 予 算 額

1 人 件 費 2,845,984 2,852,551 △ 6,567 △ 0.2

2 扶 助 費 2,719,758 2,599,015 120,743 4.6

3 公 債 費 1,043,914 1,045,869 △ 1,955 △ 0.2

義務的経費 計 6,609,656 6,497,435 112,221 1.7

4 物 件 費 1,803,694 1,695,915 107,779 6.4

5 補 助 費 等 1,929,712 1,990,601 △ 60,889 △ 3.1

一部事務組合負担金

1,239,451 1,210,575 28,876 2.4

その他

690,261 780,026 △ 89,765 △ 11.5

6 普通建設事業費 1,414,566 1,619,588 △ 205,022 △ 12.7

       補  助

329,830 449,772 △ 119,942 △ 26.7

       単  独

1,038,768 1,094,983 △ 56,215 △ 5.1

国県負担金

45,968 74,833 △ 28,865 △ 38.6

7 積 立 金 34,252 39,365 △ 5,113 △ 13.0

8 出 資 金 80,069 131,319 △ 51,250 △ 39.0

9 繰 出 金 2,125,453 2,082,884 42,569 2.0

10 そ の 他 157,598 169,893 △ 12,295 △ 7.2

合      計 14,155,000 14,227,000 △ 72,000 △ 0.5

２５ 年 度

・臨時財政対策債(H22,H23)償還費の増

　約4千7百万円

・増穂中校舎建設事業債(S63)償還終了に

　よる減　約9百万円

・増穂中校舎屋内運動場建設事業債(S63)

　償還終了による減　約1千万円

・道路改良事業債(H5)償還終了に伴によ

　る減　約1千3百万円

・議員共済負担金の減　約3百万円

・一般職給の減　約4百万円

・国民健康保険特別会計繰出金の増

　約1千1百万円

・介護保険会計繰出金の増

　約3千7百万円

・土地区画整理事業会計繰出金の減

　約2千9百万円

・山武郡市広域行政組合負担金の増

　約4千3百万円

・東金市外三市町清掃組合負担金の減

　約1千5百万円

・大網駅、永田駅整備負担金の減

　5千万円

・公的介護施設等整備費補助金の減

　3千万円

（単位：千円,％）

・障害福祉サービス費の増　約5千万円

・子ども医療対策費の増　3千3百万円

・生活保護費の増　約1千5百万円

・自立支援医療費（更生医療）の増

　1千2百万円

・再生可能エネルギー活用検討委託料業

務の増　1千万円

・都市計画調査業務委託料の増　約9百万

円

・住基ネットワークシステム改修(社会保

障・税番号制度対応)費　約8百万円

No

（維持補修費、貸付金、予備費）

主な増減項目

・庁舎空調改修工事費の計上

　1億2千円

・スマートインターチェンジ関係費の増

　約8千3百万円

・金谷川河川改修事業費の増

　約7千万円

・津波避難タワー建設費の計上　6千万円

・中学校及び中央公民館耐震改修事業費

の減　約5億8千6百万円

・各基金の運用収入の増　約1千9百万円

・震災復興基金元金積立金の減

  2千8百万

・大網病院出資金の減　約3千9百万円

・九十九里水道企業団出資金の減

　約1千2百万円

区    分 増減額 伸率

２６ 年 度
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（２）目的別内訳

予 算 額
構成比

予 算 額
構成比

1

議 会 費 179,127 1.3 175,424 1.2 3,703 2.1

2

総 務 費 1,733,318 12.2 1,620,060 11.4 113,258 7.0

3

民 生 費 4,730,682 33.4 4,593,735 32.3 136,947 3.0

4

衛 生 費 1,592,637 11.3 1,639,086 11.5 △ 46,449 △ 2.8

5

農 林 水 産 業 費 499,264 3.5 560,743 3.9 △ 61,479 △ 11.0

6

商 工 費 144,859 1.0 144,248 1.0 611 0.4

7

土 木 費 1,672,504 11.8 1,502,109 10.5 170,395 11.3

8

消 防 費 878,761 6.2 752,748 5.3 126,013 16.7

9

教 育 費 1,636,245 11.6 2,141,665 15.1 △ 505,420 △ 23.6

10

災 害 復 旧 費 10 0.0 10 0.0 0 0.0

11

公 債 費 1,043,914 7.4 1,045,869 7.4 △ 1,955 △ 0.2

12

諸 支 出 金 1,679 0.0 1,303 0.0 376 28.9

13

予 備 費 42,000 0.3 50,000 0.4 △ 8,000 △ 16.0

合      計 14,155,000 100.0 14,227,000 100.0 △ 72,000 △ 0.5

・白里海岸施設整備工事費の増

　約3百万円

・スマートインターチェンジ関

  係費の増　約8千3百万円

・金谷川河川改修事業の増

　約7千万円

・都市計画道路整備事業費の減

　約2千4百万円

・土地区画整理事業特別会計繰

  出金の減　約2千9百万円

・都市公園改修工事費の増

　約1千3百万円

・津波避難タワー建設工事費

  の計上　6千万円

・行政組合負担金（常備消防

  費）の増　約2千9百万円

・防災行政無線デジタル化整

  備工事費の増　約2千2百万円

・白里小学校耐震改修事業費

  の増　約6千7百万円

・大網中学校耐震改修事業費

  の減　約2億円

・白里中学校耐震改修事業費

  の減　約1億円

・中央公民館耐震改修事業費

  の減　約2億8千万円

・臨時財政対策債(H22,H23)償

  還費の増　約4千7百万円

・増穂中校舎・屋内運動場建設

  事業債(S63)償還終了による

  減　約1千9百万円

・障害福祉サービス費の増

　約5千万円

・生活保護費増　約1千5百万円

・自立支援医療費（更生医療）

  の増　1千2百万円

・介護保険特別会計繰出金の増

　約3千7百万円

主な増減項目

・子ども医療対策費の増

　3千3百万円

・大網病院負担金・出資金の減

　4千万円

・清掃組合負担金の減

　約1千5百万円

・県営かんがい事業負担金の増

　約2千4百万円

・広域農道整備事業費の減

　約5千1百万円

・適正化事業工事費の増

　約3千万円

・一般職1名分の増 約7百万円

・共済負担金の減　約3百万円

・庁舎空調設備改修工事費の

  計上　1億2千万円

・市有バス購入費の計上

　3千4百万円

・番号制に係る行政組合負担

  金の計上　約1千9百万円

・大網駅、永田駅整備負担金

  の減　5千万円

No

（単位：千円,％）

伸率区    分

２６ 年 度 ２５ 年 度

増減額
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（単位：千円）

平成26年度 平成25年度 増　減　額 伸　率  %

14,155,000 14,227,000 △ 72,000 △ 0.5

6,135,997 5,919,221 216,776 3.7

414,520 390,846 23,674 6.1

548 19,760 △ 19,212 △ 97.2

1,727,623 1,628,005 99,618 6.1

141,531 143,522 △ 1,991 △ 1.4

3,633,259 3,389,211 244,048 7.2

18,123 17,701 422 2.4

224,420 184,865 39,555 21.4

12,296,021 11,693,131 602,890 5.2

３ 事 業 収 益 911,520 678,290 233,230 34.4

条 事 業 費 用 910,828 667,925 242,903 36.4

４ 資本的収入 20,737 29,702 △ 8,965 △ 30.2

条 資本的支出 195,969 175,118 20,851 11.9

1,106,797 843,043 263,754 31.3

３ 事 業 収 益 2,353,655 2,251,471 102,184 4.5

条 事 業 費 用 2,342,819 2,222,246 120,573 5.4

４ 資本的収入 67,629 108,360 △ 40,731 △ 37.6

条 資本的支出 150,917 184,275 △ 33,358 △ 18.1

2,493,736 2,406,521 87,215 3.6

30,051,554 29,169,695 881,859 3.0全会計の合計

区                 分

特
別
会
計

Ⅵ　特別会計及び企業会計の予算額Ⅵ　特別会計及び企業会計の予算額Ⅵ　特別会計及び企業会計の予算額Ⅵ　特別会計及び企業会計の予算額

病院事業会計

計

介 護 保 険 特 別 会 計

介 護 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計

土 地 区画 整理 事業 特別 会計

ガス事業会計

　
　特別会計の数は、昨年度と同じ８会計で、予算規模は総額で前年度比５．２％増の
１２２億９，６０２万１千円となります。
　国民健康保険特別会計は、給付費の増加を見込んだ予算となっており、また、介護保
険特別会計も給付費の増加見込により増額となっています。公共下水道事業特別会計
は、昨年度に続き浄化センター施設の改築更新のため増額の予算となっています。土地
取得事業特別会計は、今年度、用地取得事業がありませんので減額となっています。土
地区画整理事業特別会計は、基盤整備工事や移転補償の進捗に併せた中で増額となっ
ています。
　
　一般会計、特別会計及び企業会計を併せた合計額は３００億５，１５５万４千円となり、対
前年度当初予算額より８億８，１８５万９千円（３．０％）の増額となります。

農 業 集落 排水 事業 特別 会計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

一　　般　　会　　計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計

計

特別会計の合計

企
業
会
計
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区　　　　　　　分 単位 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

当初予算規模 千円 5,113,066 5,188,751 5,486,210 5,919,221 6,135,997

前年度当初比  ％ 0.9 1.5 5.7 7.9 3.7

国保被保険者数（見込） 人 16,752 16,964 16,969 16,848 16,887

前年度当初比  ％ 0.6 1.3 0.0 △ 0.7 0.2

区　　　　　　分 単位 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

当初予算規模 千円 396,924 344,226 390,480 390,846 414,520

前年度当初比  ％ △ 11.2 △ 13.3 13.4 0.1 6.1

被保険者数（見込）  人 5,193 5,378 5,604 5,720 5,969

前年度比  ％ 3.5 3.6 4.2 2.1 4.4
前年度当初比  ％ △ 2.8

区　　　　　　分 単位 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

当初予算規模 千円 717 20,533 20,725 19,760 548

前年度比  ％ △ 48.9 2,763.7 0.9 △ 4.7 △ 97.2
前年度当初比  ％ △ 2.8

１．国民健康保険特別会計

　金谷川河川改修事業用地の購入費を一般会計予算に計上し、前年度に比べ大幅な減
額となりましたが、基金の運用利子を同基金へ積み立てる予算となっております。

　予算総額　５４万８千円
　（平成２５年度　１，９７６万円　前年度比９７．２％減）

　高齢化の現状や医療の高度化による医療給付費等の伸びを考慮し、総額では約２億
１千７００万円の増額としています。

　予算総額　６１億３，６００万円
　（平成２５年度　５９億１，９２２万円　前年度比３．７％増）

　被保険者数の増加に伴い、保険料収入及び、千葉県後期高齢者医療広域連合に対す
る納付金を増額で計上しています。

　予算総額　４億１，４５２万円
　（平成２５年度　３億９，０８５万円　前年度比６．１％増）

３．土地取得事業特別会計

２．後期高齢者医療特別会計
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（単位：千円,％）

区　　　分 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

当初予算規模 1,329,094 1,391,461 1,291,705 1,628,005 1,727,623

前年度当初比 △ 20.8 4.7 △ 7.2 26.0 6.1

（単位：千円,％）

区　　　分 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

当初予算規模 148,211 139,927 143,825 143,522 141,531

前年度当初比 △ 2.6 △ 5.6 2.8 △ 0.2 △ 1.4

（単位:千円,％,人）

区　　　分 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

当初予算規模 2,657,044 2,816,302 3,211,065 3,389,211 3,633,259

前年度当初比 4.4 6.0 14.0 5.5 7.2

65歳以上人口
（見込）

11,488 11,960 12,590 12,850 13,500

前 年 比 1.9 4.1 5.3 2.1 5.1

　予算総額　３６億３，３２６万円
　（平成２５年度　３３億８，９２１万円　前年度比７．２％増）

６．介護保険特別会計

５．農業集落排水事業特別会計

４．公共下水道事業特別会計

　前年度に引き続き浄化センター長寿命化のための改築更新関係費を計上し、ま
た、面整備工事費についても計上しています。

　平成２６年度においても、処理施設の維持管理に要する経費及び公債費を計上
しています。

　被保険者数の増加に伴い、保険料収入及び保険給付費の増額を見込んでいま
す。

　予算総額　１７億２，７６２万円
　（平成２５年度　１６億２，８０１万円　前年度比６．１％増）

　予算総額　１億４，１５３万円
　（平成２５年度　１億４，３５２万円　前年度比１．４％減）
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（単位:千円,％,人）

区　　　分 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

当初予算規模 - 17,748 18,204 17,701 18,123

前年度当初比 - 皆増 2.6 △ 2.8 2.4

（単位：千円,％）

区　　　分 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

当初予算規模 379,804 289,967 397,563 184,865 224,420

前年度当初比 △ 9.3 △ 23.7 37.1 △ 53.5 21.4

　大網駅東土地区画整理事業の推進を図るため、事業の進捗を精査し、必要とな
る経費を計上しています。
　移転補償費の計上により前年度と比べ事業費増となっております。

　予算総額　２億２，４４２万円
　（平成２５年度　１億８，４８７万円　前年度比２１．４％増）

　要支援者の介護サービス計画作成に係る事業として、必要となる事務経費を計
上しています。

　予算総額　１，８１２万円
　（平成２５年度　１，７７０万円　前年度比２．４％増）

７．介護サービス事業特別会計

８．土地区画整理事業特別会計
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(１) 編成の基本方針

(２) 業務予定量

項　　目

供給戸数※１ 12,000 戸 12,000 戸 0 戸 0.0 %

年間供給量 7,652,000 ㎥ 7,623,000 ㎥ 29,000 ㎥ 0.4 %

一日平均供給量 20,964 ㎥ 20,884 ㎥ 80 ㎥ 0.4 %

（３）収益的収入及び支出

（収  入） （単位:千円,%）

区分 増減率

ガス事業収益 34.4

１　製品売上 3.6

２　営業雑益 26.1

３　営業外利益 2,721.8

４　特別利益 -

（支  出） （単位:千円,%）

区分 増減率

ガス事業費用 36.4

１　売上原価 4.5

２　供給販売費

　　及び一般管理費
68.1

３　その他営業費用 23.8

４　営業外費用 9.9

５　予備費 582.0

６　特別損失 皆増

（４）資本的収入及び支出

（収  入） （単位:千円,%）

区分 増減率

資本的収入 △ 30.2

１　負担金 △ 30.2

（支  出） （単位:千円,%）

区分 増減率

資本的支出 6.2

１　建設改良費 7.5

２　企業債償還金 △ 2.6

３　予備費 皆増

△ 8,965

20,737 29,702 △ 8,965

22,707 23,303 △ 596

195,969 175,118 10,851

163,262 151,815 11,447

242,903

0

２６年度

910,828

２５年度

２６年度 ２５年度 増減額

20,737 29,702

299,405

増減額

0

210,233

6,820 1,000 5,820

13,970

10,993

308,563

２６年度

　近年の省エネ指向の高まり等から供給量の大幅な増加が見込めないなか、経年管対策
による入替工事も推進する必要があることから、過年度の決算実績等を基に編成してい
ます。

233,230

22,646

12,437

２６年度 増減２５年度

２５年度 増減額

46,248

667,925

1,000

増減率

※１ 大網白里市ガス事業の設置等に関する条例第3条第2項第2号に定める供給戸数

12,709 1,261

13,596

646,009

678,290

623,363

２６年度

198,147

57,241

60,084

増減額２５年度

205,427

911,520

47,647

7,280

９．ガス事業会計

10,000 0 10,000
※収支差引の不足額175,232千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留保資金、当年度分
損益勘定留保資金で補てんします。

313,001

0

1,000 0

518,796
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(１) 編成の基本方針

(２) 業務予定量

項　　　目

一般病床数 99 床 99 床 0 床 0.0 %

入院年間延患者数 29,200 人 30,660 人 △ 1,460 人 △ 4.8 %

外来年間延患者数 70,496 人 71,247 人 △ 751 人 △ 1.1 %

入院一日平均患者数 80.0 人 84.0 人 △ 4 人 △ 4.8 %

外来一日平均患者数 288.9 人 292.0 人 △ 3.1 人 △ 1.1 %

（３）収益的収入及び支出

（収  入） （単位:千円,%）

区分 増減率

病 院 事 業 収 益 4.5

１　医業収益 3.6

２　医業外収益 21.9

３　特別利益 0.0

（支  出） （単位:千円,%）

区分 増減率

病 院 事 業 費 用 5.4

１　医業費用 3.6

２　医業外費用 △ 4.3

３　特別損失 1,498,666.7

４　予備費 0.0

（４）資本的収入及び支出

（収  入） （単位:千円,%）

区分 増減率

資 本 的 収 入 △ 37.6

１　出資金 △ 37.4

２　補助金 △ 99.9

３　繰入金 0.0

４　寄附金 0.0

５　公営企業債 0.0

（支  出） （単位:千円,%）

区分 増減率

資 本 的 支 出 △ 18.1

１　建設改良費 1.6

２　企業債償還金 △ 27.7

※収支差引の不足額83,288千円は、過年度及び当年度損益勘定留保資金で補てんします。

136,274 111,748 24,526

2,353,655 2,251,471 102,184

2,217,378

　経営の安定と医療の質的向上を図るとともに、市民の健康保持・増進対策の拠点とし
て、地域医療充実のため、良好な医療を提供できるよう努めることを基本として編成し
ています。

２６年度 ２５年度 増減 増減率

2,139,720 77,658

２６年度 ２５年度 増減額

3 3 0

２６年度 ２５年度 増減額

2,342,819 2,222,246 120,573

2,245,405 2,167,665 77,740

44,963 3 44,960

5,000

２５年度 増減額

49,578 △ 2,127

89,478 123,810 △ 34,332

２６年度 ２５年度

△ 38,819

△ 1,912

0

増減額

150,917 184,275 △ 33,358

1

61,439 60,465 974

0

1

１０．病院事業会計

103,819

1,914

2,625

65,000

2

2,625

108,360 △ 40,731

47,451

5,000 0

２６年度

1 0

1

67,629
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大網白里市 財政課 財政班 

☎ 0475-70-0310 
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